
をご検討のお客さまへ

2023年度税制改正による生前贈与の取扱について

⚫ 2023年度税制改正により、2024年1月1日以後の生前贈与に関する税制が変わります。

１/2

税制については2023年7月現在の内容について記載しておりますが、今後変更される可能性がありますのでご注意ください。
個別の税務等詳細についてはお近くの税務署にご確認ください。

【税制改正後】 2024年1月1日以降の贈与からの取扱

1

相続時精算課税制度について

• 年間110万円の基礎控除の適用を受けられるように
なります。

• 相続税の計算時には、この制度で贈与を受けた財産
を相続財産に加算しますが、税制改正により新設され
た基礎控除（年間110万円）の分は相続財産に加算さ
れません。

2

暦年課税について

• 贈与を受けた財産が相続税の課税対象となる期間が、
相続開始前「３年間」から「7年間」に段階的に延長さ
れます。

• 延長された4年間に受けた贈与のうち、総額100万
円までは、相続財産に加算されません。

相続時精算課税制度の見直し 暦年課税の見直し

✓ 贈与を受けた財産を相続財産に加算する期間が、
相続開始３年以内から、７年以内に延長されます。

✓ 延長された４年間の贈与財産について、総額
100万円までは、相続財産に加算されません。

✓ 暦年課税の基礎控除（年間110万円）とは
別に、相続時精算課税制度にも年間110
万円の基礎控除が新設されます。なお、そ
の基礎控除部分の贈与は、相続時の相続
財産への加算対象とはなりません。

2023年度税制改正の主な改正点 ※2023年12月31日までの生前贈与については改正後も取扱は変わりません。

●P29：生存給付金の税務取扱 ［契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人が異なる場合］

■生存給付金・満期保険金（生存給付金支払移行特約を付加した場合）

契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人の関係によって課税のお取扱が異なります。

＊ 以下の場合、贈与した生存給付金・満期保険金が相続税の課税価格に加算されます。

●契約者からの贈与について、生存給付金受取人・満期保険金受取人が
「相続時精算課税制度」を選択していた場合。
（この場合、毎年110万円の基礎控除はなく、2,500万円の特別控除を
超えた額に対して20％の贈与税を納付します。この制度で納付した
贈与税は、相続時に相続税から控除できます。）

●「相続時精算課税制度」を選択していない生存給付金受取人・満期保険金受取人
が、契約者の相続により遺産を取得した場合で、相続開始前３年以内に
受け取った生存給付金・満期保険金。

契約例 課税のお取扱

契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人が同一の場合 所得税（雑所得）＋住民税

契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人が異なる場合 贈与税＊
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2023年8月版

【資料作成】

〒105-0023 東京都港区芝浦1-1-1
［お客様サービスセンター］0120-302-572  受付時間9：00〜17：00（土・日・祝日等を除く）

この資料は、必ず みんなにやさしい終身保険「契約締結前交付書面（契約概要／注意喚起情報）兼商品パンフレット（2023年
4月版）」とあわせてご覧ください。

無配当終身保険（死亡保険金額増加・Ⅰ型）
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この資料は2023年度の税制改正の内容を補足するために作成した資料です。税制改正の内容の全てを記載したものではありません。
また、商品をご検討の際には「契約締結前交付書面（契約概要／注意喚起情報）兼商品パンフレット」等を必ずご確認ください。

●P29：生存給付金の税務取扱 ［契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人が異なる場合］

暦年課税 相続時精算課税

贈与者 制限なし
贈与の年の1月1日において
60歳以上の親または祖父母

受贈者 制限なし
贈与の年の1月1日において

18歳以上の子または孫

選択変更 相続時精算課税への変更可能
一度選択すると暦年課税へは

変更不可

贈与税の計算
（1年間の受贈財産の合計価額
－110万円）×税率－控除額

（受贈財産の合計価額（累計）
-2,500万円）×税率20％

1

相続人でない孫が生存給付金・満期保険金を受け取り、他者が死亡一時金を
受け取った場合は、孫が相続により遺産を他に取得していなければ相続開始
前3年以内に受け取った生存給付金・満期保険金は相続税の課税対象となり
ません。しかし、相続人でない孫が生存給付金・満期保険金と死亡一時金を受
け取った場合、相続開始前3年以内に受け取った生存給付金・満期保険金は
相続税の課税対象となります。さらにこの場合、孫は相続人ではないため相
続税の非課税の取扱を受けることができないことに加え、相続税が2割加算
されます。

2

【参考】 改正のイメージ 出所：財務省 「令和５年度税制改正」＜贈与税と相続税の関係＞より

※生存給付金支払移行特約を付加した場合の死亡一時金は契約者（＝保険料負担者）と
被保険者が同一人で、死亡一時金受取人が相続人の場合、相続税法第12条の適用によ
り、他の死亡保険金等と合算して、「生命保険金の非課税枠（500万円×相続税法で定め
る法定相続人数）」まで非課税となります。

【税制改正後】 2024年1月1日以降の贈与からの取扱

1

相続時精算課税制度について

• 年間110万円の基礎控除の適用を受けられるように
なります。

• 相続税の計算時には、この制度で贈与を受けた財産
を相続財産に加算しますが、税制改正により新設され
た基礎控除（年間110万円）の分は相続財産に加算さ
れません。

2

暦年課税について

• 贈与を受けた財産が相続税の課税対象となる期間が、
相続開始前「３年間」から「7年間」に段階的に延長さ
れます。

• 延長された4年間に受けた贈与のうち、総額100万
円までは、相続財産に加算されません。

316-23-A450 ［登録番号 TDF-23-E-66 登録年月 23.08］



無配当終身保険（死亡保険金額増加・Ⅰ型）

をご検討のお客さまへ

2023年度税制改正による生前贈与の取扱について

⚫ 2023年度税制改正により、2024年1月1日以後の生前贈与に関する税制が変わります。

１/2

税制については2023年7月現在の内容について記載しておりますが、今後変更される可能性がありますのでご注意ください。
個別の税務等詳細についてはお近くの税務署にご確認ください。

【税制改正後】 2024年1月1日以降の贈与からの取扱

1

相続時精算課税制度について

• 年間110万円の基礎控除の適用を受けられるように
なります。

• 相続税の計算時には、この制度で贈与を受けた財産
を相続税に加算しますが、税制改正により新設された
基礎控除（年間110万円）の分は相続財産に加算され
ません。

2

暦年課税について

• 贈与を受けた財産が相続税の課税対象となる期間が、
相続開始前「３年間」から「7年間」に段階的に延長さ
れます。

• 延長された4年間に受けた贈与のうち、総額100万
円までは、相続財産に加算されません。

相続時精算課税制度の見直し 暦年課税の見直し

✓ 贈与を受けた財産を相続財産に加算する期間が、
相続開始３年以内から、７年以内に延長されます。

✓ 延長された４年間の贈与財産について、総額
100万円までは、相続財産に加算されません。

✓ 暦年課税の基礎控除（年間110万円）とは
別に、相続時精算課税制度にも年間110
万円の基礎控除が新設されます。なお、そ
の基礎控除部分の贈与は、相続時の相続
財産への加算対象とはなりません。

2023年度税制改正の主な改正点 ※2023年12月31日までの生前贈与については改正後も取扱は変わりません。

●しおり53： 生存給付金・満期保険金 （生存給付金支払移行特約を付加した場合）

●ご契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人の関係によって課税のお取扱が異なります。

＊ 以下の場合、贈与した生存給付金・満期保険金が相続税の課税価格に加算されます。

●ご契約者からの贈与について、生存給付金受取人・満期保険金受取人が

「相続時精算課税制度」を選択していた場合。
（この場合、毎年110万円の基礎控除はなく、2,500万円の特別控除を
超えた額に対して20％の贈与税を納付します。この制度で納付した
贈与税は、相続時に相続税から控除できます。）

●「相続時精算課税制度」を選択していない生存給付金受取人・満期保険金受取人
が、ご契約者の相続により遺産を取得した場合で、相続開始前３年以内に
受け取った生存給付金・満期保険金。

契約例 課税のお取扱

契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人が同一の場合 所得税（雑所得）＋住民税

契約者と生存給付金受取人・満期保険金受取人が異なる場合 贈与税＊

1

2

2023年9月版

【資料作成】

〒105-0023 東京都港区芝浦1-1-1
［お客様サービスセンター］0120-302-572  受付時間9：00〜17：00（土・日・祝日等を除く）

この資料は、必ず みんなにやさしい終身保険「ご契約のしおり・約款（2023年4月版）」とあわせてご覧ください。
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この資料は2023年度の税制改正の内容を補足するために作成した資料です。税制改正の内容の全てを記載したものではありません。
また、商品をご検討の際には「契約締結前交付書面（契約概要／注意喚起情報）兼商品パンフレット」等を必ずご確認ください。

●しおり53： 生存給付金・満期保険金 （生存給付金支払移行特約を付加した場合）

暦年課税 相続時精算課税

贈与者 制限なし
贈与の年の1月1日において
60歳以上の親または祖父母

受贈者 制限なし
贈与の年の1月1日において

18歳以上の子または孫

選択変更 相続時精算課税への変更可能
一度選択すると暦年課税へは

変更不可

贈与税の計算
（1年間の受贈財産の合計価額
－110万円）×税率－控除額

（受贈財産の合計価額（累計）
-2,500万円）×税率20％

1

相続人でない孫が生存給付金・満期保険金を受け取り、他者が死亡一時金を受
け取った場合は、孫が相続により遺産を他に取得していなければ相続開始前3
年以内に受け取った生存給付金・満期保険金は相続税の課税対象となりません。
しかし、相続人でない孫が生存給付金・満期保険金と死亡一時金を受け取った場
合、相続開始前3年以内に受け取った生存給付金・満期保険金は相続税の課税
対象となります。さらにこの場合、孫は相続人ではないため相続税の非課税の取
扱を受けることができないことに加え、相続税が2割加算されます。

2

【参考】 改正のイメージ 出所：財務省 「令和５年度税制改正」＜贈与税と相続税の関係＞より

※ 生存給付金支払移行特約を付加した場合の死亡一時金は、ご契約者と被保険者が同一人で、
死亡一時金受取人が相続人の場合、相続税法第12条が適用されます。

【税制改正後】 2024年1月1日以降の贈与からの取扱

1

相続時精算課税制度について

• 年間110万円の基礎控除の適用を受けられるように
なります。

• 相続税の計算時には、この制度で贈与を受けた財産
を相続税に加算しますが、税制改正により新設された
基礎控除（年間110万円）の分は相続財産に加算され
ません。

2

暦年課税について

• 贈与を受けた財産が相続税の課税対象となる期間が、
相続開始前「３年間」から「7年間」に段階的に延長さ
れます。

• 延長された4年間に受けた贈与のうち、総額100万
円までは、相続財産に加算されません。

316-23-A459 ［登録番号 TDF-23-G-217 登録年月 23.09］
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